	松 山 市 登 録 Ｎ Ｐ Ｏ

登 録 申 請 マ ニ ュ ア ル

（　第2版　）

	まつやまＮＰＯサポートセンター


様式第１号（第６条関係）
                                                       　　　   年　　月　　日

（あて先）松　山　市　長

　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　印


松山市ＮＰＯ登録申請書
　松山市市民活動推進条例第１９条第１項の規定による市民活動の推進に必要な資金の助成の交付対象団体として市の登録を受けたいので，松山市ＮＰＯ登録要綱第６条第１項の規定により別紙書類を添付して申請します。
　なお，この申請に係る一切の情報を松山市が公開することについて，同意します。


様式第２号（第６条関係）
松山市ＮＰＯ登録簿
	（フリガナ）
	

	団体名
	※定款・規約の団体名称と合わせてください

	（フリガナ）
	

	代表者氏名
	

	主たる事務所の所在地
	 〒
※定款・規約の住所とあわせてください

	電話番号
	※本部が県外の場合、松山支部の連絡先

	ＦＡＸ番号
	※本部が県外の場合、松山支部の連絡先

	Eメールアドレス
	※本部が県外の場合、松山支部のアドレス

	ホームページアドレス
	※本部が県外の場合、松山支部のアドレス

	活動の目的
	※定款・規約の「目的」を転記してください

	現在の主な活動状況
	※定款・規約の「事業」を転記してください

	　市民を対象と

　した活動状況
（予定を含む。）
	※具体的に行っていること（今後の予定を含む）を箇条書き

	活動区域
	（例）「松山市内」、「愛媛県内」、「全国」など
　　　　原則、松山市を中心とすること。

	活動頻度
	　（例）「毎日」、「週１、２回」や「月１、２回」など
　事務所のある団体は、事務所を開けている日なども可

　また、活動ごとに分け、「○○会月１回」や「○○会随時」

なども可

	事業年度
	※定款・規約の事業年度を○月○日～×月×日と記載
（例）４月１日～３月３１日、１月１日～１２月３１日など

	収益事業の有無
	
　（      有  　　・  　　無      ）　 ※いずれかに○印

	
総事業費のうち，市民活動に係る費用の占める割合
	 根拠：　　年度（ 収支予算書 ・ 収支計算書 ）※いずれかに○印
   ① 総事業費 ～ 　　　　　　　　　　 円
   ② 市民活動に係る費用 ～ 　　　　　　　　　　円
       ②／① ＝  　　　　　　 　　％　（小数点以下は切捨て）

	活動分野
	
※別表から番号を
選んでください

	団体の運営状況
	① 設立年月日

 　 

 ② 会費
　　

 ③ 会員数
　　正会員　　　　　　　　人，　賛助会員　　　　　　　　人
　　

 ④ スタッフの構成
　　

　　

 ⑤ 意思決定の方法
  
　

	今後の課題
	　
　※自由に記入してください

	市民に対するＰＲ
	　※自由に記入してください


様式第３号（第６条関係）
                              　　　　　　　　　　　       　　年　　月　　日
（あて先）松　山　市　長
　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　　
確　　　認　　　書
　当ＮＰＯは，松山市ＮＰＯ登録要綱第５条に規定する登録の要件に該当することに相違

ありません。
団体名：　　　　　　　　　　　　　　
公開情報確認表

※連絡先として公表しても差し支えない情報をご記入ください。

	団体情報
	団体名　　　　　□　公開可　　　□　公開不可

代表者名　　　　□　公開可　　　□　公開不可

設立年月日　　　□　公開可　　　□　公開不可

事務所所在地　　□　公開可　　　□　公開不可

電話番号　　　　□　公開可　　　□　公開不可

ＦＡＸ　　　　　□　公開可　　　□　公開不可

Ｅメール　　　　□　公開可　　　□　公開不可

	主な活動
	□　ＮＰＯ登録と同じ

□　新規で作成する（150～200字）



	ＰＲ
	□　ＮＰＯ登録と同じ

□　新規で作成する（150～200字）



	日々の

連絡先
	※この欄は公開しません。

※日々の連絡が取れる連絡先をお書き下さい。

□　ＮＰＯ登録と同じ

□　新規で作成する

郵便番号：

住所　　：

氏名　　：

電話番号：

ＦＡＸ　：

Ｅメール：

	事務局から

の連絡方法
	□　郵送　・□　Ｅメール　（希望する方法を、どちらかお選びください。）


【登録申請時の提出書類】
　①松山市ＮＰＯ登録申請書（第１号様式）
　②松山市ＮＰＯ登録簿（第２号，第２号の２様式）
　③確認書（第３号様式）
　④定款又は会則若しくは規約
　⑤役員名簿（氏名及び住所並びに各役員についての報酬の有無を記載した名簿）
　⑥設立趣意書
　⑦年間事業計画書
　⑧年間収支予算書
　⑨前事業年度の事業報告書
　⑩前事業年度の収支決算書
　※設立後１年未満の団体は⑨⑩の書類を除く。
　※NPO法人は、県等の所轄庁に提出したものの写しをもって、
　　④～⑩の書類に代えることができます。
【注意点】
１．様式７号は、登録の際には不要です。

２．年間事業計画書・年間収支予算書は受付日を含む事業年度のものを添付します。

（例）事業年度が４月１日～３月３１日で平成２２年１２月３１日に申請の場合、平成２２年度の事業計画書と収支予算書を添付します。平成２３年１月１日申請の場合でも、事業年度は３月末のため、平成２２年度の書類を添付してください。

３．前事業年度の事業報告書・収支決算書は受付日を含む事業年度の直前のものを添付します。
事業年度が４月１日～３月３１日で平成２２年１２月３１日に申請の場合、平成２１年度の事業報告書と収支決算書を添付します。平成２３年１月１日申請の場合でも、事業年度は３月末のため、平成２１年度の書類を添付してください。

４．事業年度終了後には、様式７号に事業報告書、収支決算書、終了時の役員名簿を添付して提出してください。
別表

1. 保健・医療又は福祉の増進を図る活動 

2. 社会教育の推進を図る活動 

3. まちづくりの推進を図る活動 

4. 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

5. 環境の保全を図る活動 

6. 災害救援活動 

7. 地域安全活動 

8. 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

9. 国際協力の活動 

10. 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

11. 子どもの健全育成を図る活動 

12. 情報化社会の発展を図る活動 

13. 科学技術の振興を図る活動 

14. 経済活動の活性化を図る活動 

15. 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

16. 消費者の保護を図る活動 

17. １～16の活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動
【チェックリスト】

†申請要件

　□　３人以上で組織されていること（家族、親族のみでの構成は不可）

　□　３か月程度の活動実績があること
　□　暴力団の統制下、宗教、政治、営利、公序良俗に反する行為を目的とした団体でないこと
†様式第1号

　□　日付は空欄である

　□　肩書き＋代表者名と書いてある

　□　代表者の印鑑を押してある（代表者印または個人の認印。　団体印・法人印は不可）

†様式第2号

　□　団体名が定款・規約と同じである

　□　フリガナがふってある（ひらがな、カタカナ以外のところ）

　□　肩書き＋代表者名と書いてある（押印不要）

　□　事務所の所在地が書いてある

　□　（本部が県外の場合）松山支部の代表者と事務所所在地が併記してある
　□　必要に応じ、電話、FAX、Eメールアドレス、ホームページアドレスが書いてある

　□　活動の目的欄は、定款・規約の目的を転記してある

　□　現在の主な活動状況欄は、定款・規約の事業を転記してある

　□　市民を対象とした活動状況は、箇条書きで具体的にしていることを書いてある

　□　活動区域は、松山市を中心にしている

　□　活動頻度は、具体的に書いてある

　□　事業年度は、定款・規約の事業年度の欄を転記してある

　□　収益事業の有無は、営利を目的とした事業をしていない限り「無」にしている

　□　根拠資料の時制は、西暦ではなく年号になっている

　□　収支計算書か収支予算書のどちらかに○がついている

　□　総事業費は、支出の欄の「事業費＋管理費＋その他の支出」になっている

　□　市民活動に関わる費用は、総事業費から「親睦会費、慶弔費、交際費、贈答品費、私的流用」を除いたものになっている。

　□　②／①は、50％以上になっている

　□　活動分野は、以下の番号とあっている

1. 保健・医療又は福祉の増進を図る活動 

2. 社会教育の推進を図る活動 

3. まちづくりの推進を図る活動 

4. 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 

5. 環境の保全を図る活動 

6. 災害救援活動 

7. 地域安全活動 

8. 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 

9. 国際協力の活動 

10. 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

11. 子どもの健全育成を図る活動 

12. 情報化社会の発展を図る活動 

13. 科学技術の振興を図る活動 

14. 経済活動の活性化を図る活動 

15. 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 

16. 消費者の保護を図る活動 

17. １～16の活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動
　□　設立年月日は、任意団体の場合「設立趣旨書」の日、NPO法人の場合は登記の日になっている。
　□　設立年月日は、年号で記載されている

　□　会費の額が記載されている

　□　正会員は議決権を有する者の数、賛助会員はそれ以外の会員の数になっている

　　　団体独自の会員制度がある場合、それに合わせた記載になっている
□　スタッフの構成が記載されている（事務局人数、男女比、有給・無給スタッフの数など任意）
□　意思決定の方法は、総会や理事会、役員会などの名称と頻度を記載している

□　今後の課題、市民へのＰＲが記載されている。ただし、「●月●日にイベントをします」等は不可
†様式第3号

□　日付は空欄である
□　肩書き＋代表者名と書いてある

□　代表者の印鑑を押してある（代表者印または個人の認印。　団体印・法人印は不可）

†添付書類

□　設立趣旨書

□　定款、規約等

□　氏名、住所、報酬の有無を記載した役員名簿

□　今事業年度の事業計画書　※支部の場合は、本部＋支部のものが必要
□　今事業年度の収支予算書　※支部の場合は、本部＋支部のものが必要
□　前事業年度の事業報告書　※今年度立ち上げの場合は不要　支部の場合は、本部のものが必要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、今までの活動実績が分かる物を添付

□　前事業年度の収支計算書　※今年度立ち上げの場合は不要　支部の場合は、本部のものが必要
□　公開情報確認表
受付日の日付（修正等ある場合に備えて空欄にしておき、受け付けの直前にその場で記入が望ましい）





肩書き（理事長、代表等）＋氏名





代表者印（認印でも可）


ただし、法人の場合は印鑑


登録した代表者印が望ましい








収益事業とは．．．


団体の目的達成のための事業とは関係のない「営利を目的とした」事業をいいます。


なお、その他事業や法人税法上の収益事業は「無」扱いです。





総事業費＝事業費と管理費の合計額をいいます。


市民活動に係る費用に含まれないのは、団体の目的達成のために必要な費用以外の費用です。（例）会員の親睦会など


直近の収支予算書や収支計算書を見ながら振り分けてください。





①は、法人の登記完了日、規約の


制定日などを年号をいれて記入


②は、定款、規約などを参考に記入


③は、申請日時点での現状を記入


④は、常勤・非常勤や有給・無給、


　関わっているスタッフの男女


構成や年齢構成などを記入


⑤は、「総会」や「理事会」などの


会議名とそれらの年間開催回数を


記入（平均や予定で可）





氏名の前に肩書き








本部が県外にある団体の場合


　１）様式１号、３号は本部の所在地・代表者名・代表者印が必要です。


　２）添付書類について


・松山支部（愛媛支部）独自の規約、事業計画、収支計算書・収支予算書が


ある場合は、それを添付してください。


・本部のものしかない場合は、それを添付してください。ただし、事業計画書


については簡易なものでよいので、松山支部（愛媛支部）のものを添付して


ください。














※本部が県外の場合、鉛筆で


　カッコ書きして松山支部の


　代表者名・所在地を記入


　してください。











代表者印（例：理事長印等）





肩書き（理事長、代表等）＋氏名





受付日の日付（修正等ある場合に備えて空欄にしておき、受け付けの直前にその場で記入が望ましい。）








